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「年金払い退職給付の給付算定基礎額残高通知書」に係るＱ＆Ａ

　※この「Ｑ＆Ａ」では、年金払い退職給付の給付算定基礎額残高通知書は「給付算定基礎
額残高通知書」と略称で表示しています。

公立学校共済組合年金部年金相談課

Ｑ

４

○今年度の４月以後に他の共済組合から転入してきた方の
場合
　今回の通知は、原則前年度３月末時点で当組合の組合員
（短期組合員を除く）であった方に送付しています。前年
度３月末時点に加入していた共済組合に給付算定基礎額残
高通知書が送付されているかをご確認ください。

　この通知書は、地方公務員等共済組合法施行規程第164
条の10の規定に基づき、平成27年10月に創設された「年金
払い退職給付（正式名称：退職等年金給付）」の算定の基
となる給付算定基礎額残高をお知らせするものです。手続
きの必要はありません。

　平成27年10月１日から令和７年３月31日までの間に組合
員期間がある組合員（短期組合員を除く）の方と退職され
ている方（年金待機者）に送られます。
　退職されている方（年金待機者）には、退職した年度の
翌年と、節目年齢（35歳、45歳、59歳、63歳）に達した年
度の翌年度に送られます。

　毎年７月下旬に送付されます。

　以下の場合が考えられます。

○今年度の４月以後に採用された方の場合
　今回の通知は、原則前年度３月末時点で当組合の組合員
（短期組合員を除く）であった方に送付していますので、
今年度から採用になった方については、送付されません。

○平成27年10月以降の組合員期間を有していない方の場合
　年金払い退職給付制度が創設された平成27年10月以降の
組合員期間を有していない方には、送付されません。

　なお、インターネット上で、自身の公務員期間の記録や
年金見込額等確認できる「マイナ手続きポータル」におい
て、前月までの情報を反映した給付算定基礎額残高等を確
認することができます。「マイナ手続きポータル」は、当
組合のホームページからもアクセスできます。（ご利用申
込が必要です。）

Ａ

　給付算定基礎額残高通知書
が共済組合から届きましたが
これは何ですか。
　何か手続きをする必要があ
りますか。

　給付算定基礎額残高通知書
は、どのような人に送られる
のですか。

　給付算定基礎額残高通知書
はいつ送付されるのですか。

　給付算定基礎額残高通知書
が届きませんが、なぜですか
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　（※1）　有期年金現価率は、支給残月数に応じて定め

　　　   　上記数値は、令和６年10月から令和７年９月

　　　   の支給残月数240月（20年）の有期年金現価率

　（※2）　終身年金現価率は、年齢に応じて定められま

　　　   　上記数値は、令和６年10月から令和７年９月

　　　   の65歳の終身年金現価率です。

　有期年金現価率および終身年金現価率は地方公務員共済
組合連合会の定款により定められており、毎年10月に改定
されます。

　この欄は、既に年金払い退職給付の退職年金を受給して
いる方が再び公務員として再就職した場合にのみ表示され
る欄であるためです。

　　　   られます。

　「有期退職年金算定基礎
額」欄と「終身退職年金算定
基礎額」欄に金額が表示され
ていないのは、なぜですか。

　今回お知らせする給付算定基礎額残高等の情報は、令和
６年４月から令和７年３月までの記録です。
　令和７年４月以降の記録は来年度の７月下旬にお知らせ
する予定です。

　標準報酬月額は、基本給のほか、残業手当、通勤手当な
ど各種手当を加えた額を地方公務員等共済組合に定める標
準報酬月額の等級表（（１等級（88,000円）から32等級
（650,000円）までの32等級に区分）に当てはめた額です
ので、実際の給料額とは異なります。
　また、期末手当等の支給があった月は、当月の標準報酬
月額に標準期末手当等の額を合計しています。

　「①標準報酬月額」欄に表
示されている金額は、実際の
給料額と異なりますが、なぜ
ですか。

　年金払い退職給付は積立方式であるため、将来の年金額
を計算することができず、年金見込額は表示されておりま
せん。
　現時点の給付算定基礎額を基にした年金額は、給付算定
基礎額残高通知書の「⑨給付算定基礎額等合計」欄の金額
（給付算定基礎額残高）をもとに、次のように算定するこ
とができます。

（例）組合員期間が10年以上で、65歳で受給したときの金
額は次のように求められます。

○有期退職年金を20年で受給した場合の金額

 

　「⑨給付算定基礎額等合計」 × １/２ ÷ 19.485332

（有期年金現価率）（※1）

　
○終身退職年金の金額

　「⑨給付算定基礎額等合計」 × １/２ ÷ 23.129448

（終身年金現価率）（※2）

　給付算定基礎額残高通知書
には、将来受給できる年金見
込額が表示されているのです
か。

　　　   です。

　　　   す。

　給付算定基礎額残高通知書
に令和７年３月までしか記録
が表示されていないのは、な
ぜですか。
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○有期退職年金

○組合員の方→所属する支部

　年金払い退職給付は、平成27年10月に創設された制度で
す。
　このため、平成27年10月以降の組合員期間の年月数を表
示しています。

○退職されている方→公立学校共済組合ホームページの
「年金受給者（待機者）向け手続き」から「年金待機者異
動報告書」をダウンロードし、当組合本部へご提出願いま
す。

　住所変更のお手続きが必要です。お手数ですが、以下の
窓口へご連絡ください。

　再発行することができますので、当組合本部へお電話に
てご連絡ください。
　なお、再交付の場合は、ハガキ形式ではなくＡ４サイズ
の帳票になります。お手元に届くまでには、７～10日程度
お待ちいただくことになりますので、あらかじめご了承願
います。

　退職後であれば、60歳以上65歳未満の方は、退職年金を
繰上げ請求できます。
　ただし、終身退職年金と有期退職年金は同時に繰上げな
ければならず、どちらか一方のみを繰上げることはできま
せん。

○終身退職年金

　給付算定基礎額を計算する際の利息が繰上げ請求時点で
しか付与されず、その分給付算定基礎額が少なくなること
により、終身退職年金算定基礎額が少なくなります。

　給付算定基礎額を計算する際の利息が繰上げ請求時点で
しか付与されず、その分給付給付算定基礎額が少なくなる
ことにより、有期退職年金算定基礎額が少なくなり、65歳
で請求するより年金額が減額となります。

  給付算定基礎額残高通知書
の宛先に旧住所が印字されて
いましたが、どのような手続
きが必要ですか。

　年金払い退職給付の退職年
金を65歳になる前に繰上げ請
求することはできますか。

　繰上げした場合の年金額と繰上げしない場合の年金額を
比較すると、以下のとおりです。

　平成27年９月以前から勤務
している者です。「⑩年金払
い退職給付加入期間」に表示
されている年数が、勤務期間
と異なりますが、なぜです
か。

　給付算定基礎額残高通知書
を紛失したのですが、再発行
することはできますか。
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　「給付算定基礎額残高通知
書」とは何ですか。

　「標準報酬月額」とは何で
すか。

　「利息」とは何ですか。

　「付与額」とは何ですか。

（参考）

　これまで、地方公務員共済組合では、掛金（保険料）や
年金額の算定には、掛金の標準となる給料に法令で定めら
れた手当率1.25を乗じて算定する手当率制がとられていま
したが（※）、平成２７年１０月からの被用者年金制度一
元化に伴い、厚生年金と同様の標準報酬制に移行しまし
た。

※　掛金の標準となる給料×1.25×掛金率となりますが、
実際には定められている「掛金率」の中に1.25が含まれて
います。

　「給付算定基礎額残高通知書」は、最近の１年間（前年
４月から３月まで）の「給付算定基礎額残高※」などをお
知らせするものです。
　今回は令和６年４月から令和７年３月までの１２月分を
お知らせしています。

（参考）

・地方公務員等共済組合法施行規程第164条の９

・長期給付事務処理要領第３章第２節「年金払い退職給付
の給付算定基礎額残高通知書に係る事務」
・給付算定基礎額残高については、項番17を参照。

　当該通知書における「標準報酬月額」とは、年金払い退
職給付の掛金や付与額の算定の基礎となる月額です。
　なお、「①標準報酬月額」欄には、同月に期末手当等を
受けた場合には、その額を含みます。

　「付与額」とは、標準報酬月額に付与率を乗じた額で
す。

（参考）

　付与率については、項番21を参照。

　「利息」とは、前月までの給付算定基礎額残高と当月の
付与額にそれぞれ基準利率（１ヵ月単位に換算した率）を
乗じた額です。

（参考）

　基準利率については、項番22を参照。



17

18

19 　「終身退職年金算定基礎
額」とは何ですか。

　「有期退職年金算定基礎
額」とは何ですか。

　「給付算定基礎額残高」と
は何ですか。

　「有期退職年金算定基礎額」とは、有期退職年金の額の
基礎となるべき額のことです。
　既に有期退職年金を受給している方が再び公務員として
再就職した場合、再就職し、改めて有期退職年金算定基礎
額残高の積立てを開始した場合に表示されます。
　また、有期退職年金算定基礎額の「⑦利息額累計」欄に
は、再就職した時点の有期退職年金算定基礎額の残高に基
準利率を乗じて算定した、再就職期間中の各月の利息を累
計した額を表示しています。

　前月の給付算定基礎額残高、当月の付与額および利息の
合算額です。
　「④給付算定基礎額残高」欄には、各月における付与
額、利息および前月の給付算定基礎額残高の合算額が表示
されています。
　「⑥付与額累計」欄および「⑦利息額累計」欄に係る
「⑧今回通知」欄には、令和７年３月末時点の合計額を表
示しています。
　なお、「⑤前年度末」欄は、令和６年３月末時点の給付
算定基礎額残高を表示しています。
　また、「⑨給付算定基礎額等合計」欄は、「⑧今回通
知」欄に表示している給付算定基礎額残高を表示していま
す。
　ただし、６５歳時点で、有期退職年金および終身退職年
金が決定していた方が公務員として再就職した場合は、
「⑨給付算定基礎額等合計」欄は、「⑧今回通知」欄に表
示している「給付算定基礎額残高」、「有期退職年金算定
基礎額」および「終身退職年金算定基礎額」を合計した額
を表示しています。

　「終身退職年金算定基礎額」とは、終身退職年金の額の
基礎となるべき額のことです。
　既に終身退職年金を受給している方が再び公務員として
再就職した場合、再就職し、改めて終身退職年金算定基礎
額残高の積立てを開始した場合に表示されます。
　また、「終身退職年金算定基礎額」の「⑦利息額累計」
欄には、再就職した時点の終身退職年金算定基礎額の残高
に基準利率（１ヵ月単位に換算した率）を乗じて算定し
た、再就職期間中の各月の利息を累計した額を表示してい
ます。
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　０.４８％　（平成27年10月～）

　「年金払い退職給付加入期
間」とは何ですか。

　「付与率」とは何ですか。

　「基準利率（年率）」とは
何ですか。

　「年金払い退職給付加入期間」とは、年金払い退職給付
制度が創設された平成２７年１０月以降の組合員期間の年
月数です。

　「付与率」とは、付与額を算定するための率をいいま
す。
　標準報酬月額に乗じます。
　「付与率」は、地方公務員共済組合連合会の定款で定め
られています。

　０.０７％　（令和５年10月～）

　０.０２％　（令和４年10月～）

　０.００％　（令和３年10月～）

　０.２６％　（令和６年10月～）

（参考）

・地方公務員共済組合連合会定款

　第２０条　別表第１（第２０条関係）

・現在の付与率は１.５％（平成２７年１０月～）

・現在、付与率は、掛金率（１,０００分の７．５）と負
担金率（１,０００分の７．５）を合算した率と同じ率に
なっています。

　「基準利率」とは、既に積み立ててある給付算定基礎額
および当月の付与額に対する利息を算定するための「利
率」をいいます。
　「基準利率」は、毎年の９月３０日までに国債の利回り
や退職等年金給付積立金の運用状況等その他政令（地方公
務員等共済組合法施行令）で定める事情を勘案して、地方
公務員共済組合連合会の定款で定められています。
　また、「基準利率」は、年単位（１０月～翌年９月）で
変動します。（毎年１０月に見直しされます。）

（参考）

・地方公務員共済組合連合会定款

　第２０条　別表第２（第２０条関係）

・現在の基準利率は、

　０.００％　（令和２年10月～）

　０.０６％　（令和元年10月～）

　０.０６％　（平成30年10月～）

　０.００％　（平成29年10月～）

　０.３２％　（平成28年10月～）

・基準利率の算定に使用する国債の利回りは、10年国債の
応募者平均利回りの直近１年平均と直近５年間の平均のう
ちいずれか低い率です。

・基準利率は、総務省令により０を下回らないこととされ
ています。



23 　「有期年金現価率」および
「終身年金現価率」とは何で
すか。

　「有期年金現価率」とは、有期退職年金額が支給残期間
にわたり一定となるように基準利率等を用いて支給残月数
ごとに定められてます。

（参考）

・有期年金現価率および終身年金現価率は、地方公務員共
済組合連合会の定款で定められています。

・地方公務員共済組合連合会定款

　第２０条　別表第４（第２０条関係）

　第２０条　別表第３（第２０条関係）

・年金現価率は、以下のとおりとなります。

  〇令和６年１０月から令和７年９月まで

　「終身年金現価率」とは、終身退職年金額が終身にわた
り一定となるように基準利率および死亡率等を用いて年齢
別に定められています。

　　有期年金現価率 ２４０月の場合 １９.４８５３３２

　　　　　　　　　 １２０月の場合 　９.８６９１４９

　　終身年金現価率 　      ６５歳 ２３.１２９４４８

　　　　　　　　　 　　　　７０歳 １９.１０７７６７

　〇令和５年１０月から令和６年９月まで

　　有期年金現価率 ２４０月の場合 １９.８５９５４１

　　　　　　　　　 １２０月の場合 　９.９６４５１３

　　終身年金現価率 　      ６５歳 ２２.８２１７６４

　　　　　　　　　 　　　　７０歳 １８.７０８０５３



２　給付算定基礎額残高通知書

＜例＞

単位　円

（　令和６年４月　～　令和７年３月　）

８６８４００００００００００

①　標準報酬月額

令和５年１０月 ～ 令和６年９月

令和６年１０月

利息額

今回通知

給付算定基礎額等合計

～ 令和７年９月

～令和６年４月 令和７年３月

⑩ 年金払い退職給付加入期間

１,８７６ ウ エ

⑥

⑦

作成日　　令和７年○月○日基礎年金番号　　００００００００００

１　月 ２５３ １,１７２,２４８

⑤

０．０７０　％

０．２６０　％

８年６月

１．５００　％

⑨

１,１９２,２６０ オ　＝　ア＋ウ カ　＝　イ＋エ

１,１９２,２６０

⑧

１６２,０００

⑪

⑫

付与率

基準利率（年率）

付与額累計

３　月 ２５７ １,１９２,２６０

　※「標準報酬月額」欄には、同月に受けた期末手当等の額を含みます。

区分 給付算定基礎額残高 有期退職年金算定基礎額 終身退職年金算定基礎額

１,０２８,３８４ ア イ前年度末

６５０,０００ ９,７５０

２　月 ２５５ １,１８２,２５３

６５０,０００

２,１５０,０００

６５０,０００

６５０,０００

９,７５０

９,７５０

９,７５０

３２,２５０１２　月 ２５１ １,１６２,２４５

１,１２９,７４４

　令和６年10月からの基準利率は、前期（R05.10～R06.09）の0.070％から0.260％となりまし
た。

６５０,０００

６５０,０００

２,１５０,０００

６５０,０００

②　付与額

６　月

１,０２８,３８４

４　月 ６０ １,０３８,１９４

５　月

　この項目は65歳で有期、終身それぞれの退職年金を決定した者が、65歳以降に再度公務員とし
て再就職し、改めて給付算定基礎額残高の積立を開始した場合のみ表示があります。

６１ １,０４８,００５

６２ １,０８０,３１７

７　月 ６３ １,０９０,１３０

９　月 ６４ １,１０９,７５８

１０　月 ２４２ １,１１９,７５０

１,０９９,９４４

９,７５０

９,７５０

３２,２５０

９,７５０

④　給付算定基礎額残高③　利息（入金）期月

前年度末

公立　太郎　様

　令和７年度発送の残高通知書は、前年度末に該当するⒶ欄には、前回通知（令和６年度発送
分）した令和５年度末の給付算定基礎額残高Ⓓが表示されます。

６５０,０００

６５０,０００

６５０,０００

９,７５０

９,７５０

９,７５０

８　月 ６４

１１　月 ２４４
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注１

注１
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A
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